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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を

適用しております。 

  

 

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 2,043,126 1,935,214 1,941,720 4,401,729 4,257,016

経常利益（千円） 49,872 21,660 94,315 84,339 130,747

中間（当期）純利益（千円） 20,736 7,482 65,030 35,550 64,917

持分法を適用した場合の投資利益
（千円） 

9,677 10,839 － 11,528 12,615

資本金（千円） 189,000 189,000 189,000 189,000 189,000

発行済株式総数（千株） 3,780 3,780 6,038 3,780 3,780

純資産額（千円） 751,466 740,620 6,076,196 773,750 793,178

総資産額（千円） 2,931,107 3,034,825 14,371,773 2,947,753 3,070,290

１株当たり純資産額（円） 199.26 196.44 1,461.90 203.36 210.49

１株当たり中間（当期）純利益
（円） 

5.50 1.98 11.09 7.61 17.22

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益（円） 

－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － 7.00 7.00

自己資本比率（％） 25.6 24.4 42.3 26.2 25.8

営業活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

98,977 2,357 262,228 121,102 91,271

投資活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

△292 14,808 △9,830,393 △51,347 25,466

財務活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

△66,052 114,321 10,345,852 △74,402 46,380

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（千円） 

218,093 312,301 1,121,619 180,813 343,932

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)（人） 

10 
（－)

11
（－)

15
（－)

11 
（－)

11
（－)



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 前期末において、関連会社であった株式会社小松リアルエステートは、当中間会計期間において、当社に吸収合併されており

ます。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員数であります。 

  

(2）労働組合の状況 

 特記すべき事項はありません。 

  

  

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 15 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間期（第83期上半期）の業績の概況 

 当上半期の小売部門の売上高は、前上半期比18,755千円（△1.0％）減少の1,798,243千円となりました。又、不動産部門の

収入は、前上半期比25,261千円（21.4％）増加の143,476千円となりましたので、合計売上高と致しましては、前上半期比

6,505千円（0.3％）増加の1,941,720千円となりました。 

 この営業収入に対応する販売費及び一般管理費につきましては、前上半期比74,912千円（△20.3％）減少の294,573千円とな

りました。 

 この結果、営業利益は、109,802千円、経常利益の段階で94,315千円の利益計上となりました。 

 又、商品特別処分損等の特別損失23,131千円及び法人税等6,154千円を差引きました中間純利益は、前上半期比57,547千円

（769.1％）増加の65,030千円となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前中間会計期間末より809,318千円増加の

1,121,619千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュフロー） 

 営業活動の結果得られた資金は前上半期比259,871千円増加の262,228千円となりました。 

 当上半期の営業活動により得られた資金は、主に税引前中間純利益71,184千円及び預り金の増加400,000千円があった一方、

長期前払費用の支出192,797千円があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュフロー） 

 投資活動により支出した資金は前上半期比9,845,201千円増加の9,830,393千円となりました。 

 当上期の投資活動により支出した資金は、主に有形固定資産の取得10,442,795千円があった一方、預り保証金の預り566,042

千円があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュフロー） 

 財務活動により得られた資金は前上半期比10,231,531千円増加の10,345,852千円となりました。 

 当上期の財務活動により得られた資金は、株式発行による収入8,930,577千円及び長期借入金の実質増1,462,410千円があっ

たことによるものであります。 

  

 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間会計期間の小売部門の仕入実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．商品別の項目については、百貨店協会分類において制定されている項目に準じております。 

上記において「雑貨」の部分は、時計、宝石、貴金属が主なものであります。 

  

(2）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

 

部門別 商品別 
当中間会計期間

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

小売 

婦人服・洋品（千円） 16,478 25.6 

身の廻り品（千円） 147,784 112.1 

その他の商品（千円） 36,285 74.7 

雑貨（千円） 976,625 97.1 

食料品（千円） 195,781 129.1 

食堂・喫茶（千円） 17,235 78.2 

サービス（千円） 25,967 72.1 

合計（千円） 1,416,156 97.0 

部門別 商品別 
当中間会計期間

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

小売 

婦人服・洋品（千円） 65,519 78.3 

身の廻り品（千円） 183,947 110.4 

その他の商品（千円） 76,528 99.4 

雑貨（千円） 1,156,786 97.3 

食料品（千円） 244,775 123.7 

食堂・喫茶（千円） 34,590 64.2 

サービス（千円） 36,095 73.5 

計（千円） 1,798,243 99.0 

不動産賃貸 不動産収入（千円） 143,476 121.4 

合計（千円） 1,941,720 100.3 



４【経営上の重要な契約等】 

１）株式会社フエヤーモントホテル、株式会社小松アネックス、株式会社小松リアルエステート及び小坂産業株式会社との合併 

(1）合併の目的 

 ギンザコマツビル及び隣接地区の再開発を行うにあたり、対象となっている不動産の権利関係を一本化する必要があり、

且つ、開発後の不動産賃貸収入をまとめることによって資金の運用の効率化を計りたくその一環として企業結合を行ったも

のであります。 

(2）合併の方法 

 株式会社小松ストアーを存続会社とし、株式会社フエヤーモントホテル、株式会社小松アネックス、株式会社小松リアル

エステート及び小坂産業株式会社を消滅会社とする吸収合併であります。 

(3）合併期日 

平成19年９月１日 

(4）合併に際して発行する株式及び割当 

 株式会社小松ストアーは合併に際して合併期日前日の株式会社フエヤーモントホテル、株式会社小松アネックス、株式会

社小松リアルエステート及び小坂産業株式会社の各株主名簿に記載または記録された株主（実質株主を含む。以下同じ）に

対し、自社の普通株式を以下の割当をもって割当交付しました。 

① 株式会社フエヤーモントホテルの株式１株について株式会社小松ストアーの株式６株 

② 株式会社小松アネックスの株式１株について株式会社小松ストアーの株式5,362株 

③ 株式会社小松リアルエステートの株式１株について株式会社小松ストアーの株式1.1株 

④ 小坂産業株式会社の株式１株について株式会社小松ストアーの株式4.6株 

(5）合併比率の算定根拠 

 当社は、合併比率について、当社外部の専門家を交えて検討した結果、本件合併の合併比率は、各会社の直近の決算期の

貸借対照表の純資産額に基礎とし、平成19年３月１日を基準日としてこれを時価換算する方法により算出した１株あたりの

時価純資産額をもって決定することが妥当であると判断し、これを基準に決定しました。 

(6）引継資産、負債の状況 

(7）吸収合併存続会社となる会社の概要 

資本金    189,000千円 

事業内容   小売業及び不動産賃貸業 

  

 

① 資産の部       

  現金及び預金 543,371千円  

  建物 436,019 〃   

  船舶 571,795 〃   

  土地 9,102,204 〃   

  建設仮勘定 153,824 〃   

  投資有価証券 191,751 〃   

  長期貸付金 347,380 〃   

  その他 81,822 〃   

  合計 11,428,178 〃   

② 負債の部       

  社債 167,500千円  

  長期借入金 1,457,519 〃   

  預り保証金 559,153 〃   

  繰延税金負債 3,352,459 〃   

  その他 71,875 〃   

  合計 5,608,508 〃   



２）平成19年６月５日付で、当社は三井不動産株式会社との間で東京都中央区銀座六丁目所在、「すずらん通り」を挟む小松ス

トアーグループが所有する「ギンザコマツビル」、「別館ビル」並びに「小松アネックスビル」の建替えを含む再開発事業を

共同で推進することを主旨とする「基本協定書と関する覚書」を締結し、平成22年の竣工に向け準備段階に入っております。 

  

３）上記２）ギンザコマツビル及び隣接地区再開発事業に伴う資金調達として、平成19年９月25日付にて金融機関との間でシン

ジケート方式による52億円実行可能期間付タームローン契約を締結しております。 

  

５【研究開発活動】 

 前期より開始した新規ブランド立ち上げの為の研究、開発についての当中間会計期間における研究開発費の総額は36,826千円

となっております。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 当会社の株式の譲渡又は取得については、株主又は取得者は取締役会の承認を受けなければならないことになっておりま

す。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．発行済株式総数の増加は、平成19年９月１日を合併期日として、被合併会社の株主に対する株式の割当を行ったことに

よるものであります。 

２．資本準備金の増加は、平成19年９月１日を合併期日として行った合併により増加したものであります。 

３．合併の相手先及び合併比率については５頁の４「経営上の重要な契約等」の１）を御参照ください。 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 10,000,000 

計 10,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年12月25日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 6,038,270 6,038,270 － － 

計 6,038,270 6,038,270 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日 

2,258,270 6,038,270 － 189,000 5,585,086 5,591,919



(5）【大株主の状況】 

 （注） 当社は、自己株として1,000,557株を所有しております。 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれております。なお、「議決権の

数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれておりません。 

  

②【自己株式等】 

 

    平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

小坂 敬 東京都港区 1,031 17.07 

株式会社小松デベロップメント 東京都中央区銀座６丁目９番５号 964 15.97 

小坂商事株式会社 東京都中央区銀座６丁目９番５号 583 9.66 

金盛 淳 東京都港区 333 5.52 

株式会社竹中工務店 大阪府大阪市中央区本町４丁目１番13号 313 5.19 

小坂 奨 東京都港区 264 4.37 

小坂 誓 東京都港区 259 4.29 

小坂不動産株式会社 東京都中央区銀座６丁目９番５号 195 3.24 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 140 2.31 

株式会社フォクシーインベスト
メントコーポレーション 

東京都渋谷区神宮前４丁目２番16号 125 2.07 

計 － 4,211 69.73 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,000,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,998,000 4,994 － 

単元未満株式 普通株式  40,270 －
一単元（1,000株）
未満株 

発行済株式総数 6,038,270 － － 

総株主の議決権 － 4,994 － 

    平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社小松スト
アー 

東京都中央区銀座
六丁目９番５号 

1,000,000 － 1,000,000 16.56

計 － 1,000,000 － 1,000,000 16.56



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  

 



第５【経理の状況】 
  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会計

期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）の中間財務諸

表については、監査法人大手門会計事務所及び公認会計士 吉田 宏氏により、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定

に基づき、当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）の中間財務諸表については、監査法人大手門会計事務

所により中間監査を受けております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

現金及び預金   351,301   1,121,619 369,932  

売掛金   85,948   70,624 104,223  

たな卸資産   52,741   12,830 61,525  

その他   46,941   95,143 67,745  

貸倒引当金   －   － －  

流動資産合計     536,932 17.7 1,300,218 9.0   603,427 19.7

Ⅱ 固定資産          

有形固定資産 
※１ 
※２ 

       

建物   1,636,072   2,002,952 1,599,154  

土地   223,779   9,325,984 223,779  

船舶   －   568,330 －  

建設仮勘定   14,220   314,832 14,220  

その他   48,678   47,895 38,937  

計     1,922,750 63.4 12,259,995 85.3   1,876,092 61.1

無形固定資産     4,526 0.1 48,618 0.3   4,526 0.1

投資その他の資産          

投資有価証券   241,501   236,655 235,065  

長期貸付金   244,192   190,470 231,346  

長期前払費用   －   192,797 －  

差入保証金   30,519   26,958 30,519  

その他   26,979   30,348 25,510  

貸倒引当金   －   － －  

計     543,192 17.9 677,229 4.7   522,440 17.0

固定資産合計     2,470,470 81.4 12,985,843 90.4   2,403,059 78.2

Ⅲ 繰延資産          

開発費   27,422   85,711 63,803  

繰延資産合計     27,422 0.9 85,711 0.6   63,803 2.1

資産合計     3,034,825 100.0 14,371,773 100.0   3,070,290 100.0

           



  
 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

買掛金   50,512   28,747 56,322  

一年以内償還予定
社債 

  60,000   240,000 210,000  

短期借入金 ※２ 234,980   429,940 234,980  

一年以内返済予定
の長期借入金 

※２ 268,307   583,041 281,452  

未払法人税等   9,585   16,723 47,527  

預り金   －   410,318 6,127  

その他 ※３ 55,027   43,222 57,116  

流動負債合計     678,412 22.4 1,751,992 12.2   893,526 29.1

Ⅱ 固定負債          

社債   400,000   307,500 220,000  

長期借入金 ※２ 992,063   2,102,878 942,057  

繰延税金負債   5,608   3,350,855 2,794  

退職給付引当金   13,277   11,463 13,892  

預り保証金   204,843   770,886 204,843  

固定負債合計     1,615,792 53.2 6,543,583 45.5   1,383,586 45.1

負債合計     2,294,204 75.6 8,295,576 57.7   2,277,112 74.2



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金     189,000 6.2 189,000 1.3   189,000 6.2

２ 資本剰余金          

(1）資本準備金   6,833   5,591,919 6,833  

資本剰余金合計     6,833 0.2 5,591,919 38.9   6,833 0.2

３ 利益剰余金          

(1）利益準備金   40,416   40,416 40,416  

(2）その他利益剰余
金 

         

固定資産圧縮積
立金 

  －   371,189 －  

別途積立金   467,000   467,000 467,000  

繰越利益剰余金   27,943   124,031 85,378  

利益剰余金合計     535,360 17.6 1,002,637 7.0   592,794 19.3

４ 自己株式     △6,294 △0.2 △711,627 △5.0   △7,374 △0.2

株主資本合計     724,899 23.9 6,071,928 42.2   781,253 25.4

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券評
価差額金 

    15,721 0.5 4,267 0.0   11,924 0.4

評価・換算差額等合
計 

    15,721 0.5 4,267 0.0   11,924 0.4

純資産合計     740,620 24.4 6,076,196 42.3   793,178 25.8

負債純資産合計     3,034,825 100.0 14,371,773 100.0   3,070,290 100.0

           



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高          

(1）商品売上高   1,816,999   1,798,243 4,014,549  

(2）賃貸事業収入   118,215   143,476 242,467  

計     1,935,214 100.0 1,941,720 100.0   4,257,016 100.0

Ⅱ 売上原価          

(1）商品原価   1,443,395   1,450,106 3,232,083  

(2）賃貸事業原価   85,616   87,237 158,185  

計     1,529,011 79.0 1,537,344 79.2   3,390,268 79.6

売上総利益     406,203 21.0 404,376 20.8   866,748 20.4

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    369,485 19.1 294,573 15.2   703,278 16.5

営業利益     36,717 1.9 109,802 5.7   163,470 3.8

Ⅳ 営業外収益          

受取利息   2,090   1,559 3,872  

運航収入   －   5,732 －  

その他の収益   4,240   10,343 7,008  

計     6,330 0.3 17,635 0.9   10,880 0.3

Ⅴ 営業外費用          

支払利息   17,903   26,169 36,309  

社債利息   3,476   3,427 7,269  

運航費用   －   3,465 －  

その他の費用   8   60 24  

計     21,388 1.1 33,122 1.7   43,603 1.0

経常利益     21,660 1.1 94,315 4.9   130,747 3.1

Ⅵ 特別損失 ※１   2,914 0.1 23,131 1.2   7,433 0.2

税引前中間（当
期）純利益 

    18,745 1.0 71,184 3.7   123,313 2.9

法人税、住民税及
び事業税 

  9,056   145 62,242  

法人税等調整額   2,206 11,262 0.6 6,009 6,154 0.3 △3,846 58,395 1.4

中間（当期）純利
益 

    7,482 0.4 65,030 3.3   64,917 1.5

              



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高（千円） 189,000 6,833 6,833 38,401 467,000 55,722 561,123 △5,754 751,202

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当に伴う積立て(注) － － － 2,015 － △2,015 － － －

剰余金の配当      (注) － － － － － △26,398 △26,398 － △26,398

中間純利益 － － － － － 7,482 7,482 － 7,482

自己株式の取得 － － － － － － － △540 △540

役員賞与        (注) － － － － － △6,848 △6,848 － △6,848

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － 2,015 － △27,779 △25,764 △540 △26,304

平成18年９月30日 残高（千円） 189,000 6,833 6,833 40,416 467,000 27,943 535,360 △6,294 724,899

  

評価・換算差額等 

純資産合計
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 22,547 22,547 773,750

中間会計期間中の変動額  

剰余金の配当に伴う積立て(注) － － －

剰余金の配当      (注) － － △26,398

中間純利益 － － 7,482

自己株式の取得 － － △540

役員賞与        (注) － － △6,848

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△6,826 △6,826 △6,826

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△6,826 △6,826 △33,130

平成18年９月30日 残高（千円） 15,721 15,721 740,620



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

 （注）１．平成19年９月の合併による増加であります。 

 （注）２．平成19年９月の合併による増加等であります。 

  

 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 資本準備金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 固定資産圧

縮積立金 
別途積立金 

繰越利益剰
余金 

平成19年３月31日 残高（千円） 189,000 6,833 6,833 40,416 － 467,000 85,378 592,794 △7,374 781,253 

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当 － － － － － － △26,377 △26,377 － △26,377 

固定資産圧縮積立金の積立て 
            (注)１ 

－ － － － 371,189 － － 371,189 － 371,189 

中間純利益 － － － － － － 65,030 65,030 － 65,030 

自己株式の取得     (注)２ － － － － － － － － △704,253 △704,253 

資本準備金の積立て   (注)１ － 5,585,086 5,585,086 － － － － － － 5,585,086 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ 5,585,086 5,585,086 － 371,189 － 38,652 409,842 △704,253 5,290,674 

平成19年９月30日 残高（千円） 189,000 5,591,919 5,591,919 40,416 371,189 467,000 124,031 1,002,637 △711,627 6,071,928 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券評価差
額金 

評価・換算差額等合計 

平成19年３月31日 残高（千円） 11,924 11,924 793,178 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当 － － △26,377 

固定資産圧縮積立金の積立て 
            (注)１ 

－ － 371,189 

中間純利益 － － 65,030 

自己株式の取得     (注)２ － － △704,253 

資本準備金の積立て   (注)１ － － 5,585,086 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△7,656 △7,656 △7,656 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△7,656 △7,656 5,283,018 

平成19年９月30日 残高（千円） 4,268 4,268 6,076,196 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高（千円） 189,000 6,833 6,833 38,401 467,000 55,722 561,123 △5,754 751,202

事業年度中の変動額    

剰余金の配当に伴う積立て(注) － － － 2,015 － △2,015 － － 

剰余金の配当      (注) － － － － － △26,398 △26,398 － △26,398

当期純利益 － － － － － 64,917 64,917 － 64,917

自己株式の取得 － － － － － － － △1,620 △1,620

役員賞与        (注) － － － － － △6,848 △6,848 － △6,848

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － － 2,015 － 29,655 31,671 △1,620 30,051

平成19年３月31日 残高（千円） 189,000 6,833 6,833 40,416 467,000 85,378 592,794 △7,374 781,253

  

評価・換算差額等 

純資産合計
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 22,547 22,547 773,750

事業年度中の変動額  

剰余金の配当に伴う積立て(注) － － －

剰余金の配当      (注) － － △26,398

当期純利益 － － 64,917

自己株式の取得 － － △1,620

役員賞与        (注) － － △6,848

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

△10,623 △10,623 △10,623

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△10,623 △10,623 19,427

平成19年３月31日 残高（千円） 11,924 11,924 793,178



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純利益 

  18,745 71,184 123,313 

減価償却費   49,325 58,505 99,302 

開発費償却費   1,400 10,879 9,000 

退職給付引当金の増
加額 

  457 － 1,071 

退職給付引当金の減
少額 

  － △2,428 － 

受取利息及び受取配
当金 

  △4,453 △4,000 △6,872 

支払利息   17,903 26,169 36,309 

社債利息   3,476 3,427 7,269 

長期前払費用の増加
額 

  － △192,797 － 

その他流動資産増加
額 

  △2,185 △57,555 △12,974 

その他流動資産減少
額 

  1,470 1,493 － 

預り金の増加   － 400,000 － 

その他流動負債増加
額 

  2,725 9,236 2,470 

その他流動負債減少
額 

  △19,567 △11,222 △15,633 

有形固定資産除却損   － 386 4,519 

売上債権の増加額   △921 △661 △2,916 

売上債権の減少額   19,426 33,599 1,151 

たな卸資産の増加額   △16,384 － △25,168 

たな卸資産の減少額   2,074 48,694 2,074 

仕入債務の減少額   △15,457 △27,575 △9,647 

未払消費税等の増加   1,001 － 7,256 

未払消費税の減少   － △9,345 － 

開発費の支払   △28,822 △32,786 △72,804 

役員賞与の支払   △6,848 △6,431 △6,848 

役員賞与引当金の増
加 

  － － 6,431 

小計   23,367 318,774 147,304 

利息及び配当金の受
取額 

  4,453 4,000 6,872 

利息の支払額   △17,903 △26,169 △36,309 

社債利息の支払額   △3,476 △3,427 △7,269 

法人税等の支払額   △4,083 △30,949 △19,327 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  2,357 262,228 91,271 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有形固定資産の取得
による支出 

  △29,094 △10,442,795 △44,282 

無形固定資産の取得
による支出 

  － △44,091 － 

出資金の支出   － △2,750 － 

保険掛金の支出   － △2,088 － 

貸付金の回収による
収入 

  40,846 65,728 53,692 

定期預金の払戻によ
る収入 

  － 26,000 13,000 

差入保証金の預り   － 3,560 － 

預り保証金の預り   3,057 566,042 3,057 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  14,808 △9,830,393 25,466 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

株式発行による収入   － 8,930,577 － 

社債の発行による収
入 

  － 147,500 － 

社債の償還による支
出 

  △30,000 △30,000 △60,000 

短期借入れによる収
入 

  234,980 429,940 234,980 

短期借入金の返済に
よる支出 

  △234,980 △234,980 △234,980 

長期借入れによる収
入 

  300,000 1,642,060 400,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △128,740 △179,650 △265,601 

固定資産圧縮積立金   － 371,189 － 

配当金の支出   △26,398 △26,377 △26,398 

自己株式の取得によ
る支出 

  △540 △704,407 △1,620 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  114,321 10,345,852 46,380 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  131,488 777,687 163,118 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  180,813 343,932 180,813 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

  312,301 1,121,619 343,932 

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

同左 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  商品：売価還元法による原価

法 

同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定額法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物    ８年～50年 

 器具備品  ２年～15年 

定額法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物    ８年～50年 

 器具備品  ２年～15年 

 船舶    15年 

定額法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物    ８年～50年 

 器具備品  ２年～15年 

    （会計方針の変更）   

    法人税法の改正（（所得税法等

の一部を改正する法律 平成19

年３月30日 法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正

する政令 平成19年３月30日 

政令第83号））に伴い、当中間

会計期間から、平成19年４月１

日以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。 

これによる損益に与える影響は

軽微であります。 

  

    （追加情報）   

    当中間会計期間から、平成19年

３月31日以前に取得したものに

ついては、償却可能限度額まで

償却が終了した翌年から５年間

で均等償却する方法によってお

ります。 

これによる損益に与える影響は

軽微であります。 

  



  
 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．ヘッジ会計の方法 ───── (1）ヘッジ会計の方法 ───── 

    金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たし

ている為、特例処理によって

おります。 

  

    (2）ヘッジ手段とヘッジ対象   

    ヘッジ手段……金利スワップ   

    ヘッジ対象……借入金   

    (3）ヘッジ方針   

    金利リスクの低減のため、対

象債務の範囲内でヘッジを行

っております。 

  

    (4）ヘッジ有効性評価の方法   

    特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の

評価を省略しております。 

  

４．繰延資産の処理方法 開発費 開発費 開発費 

  定額法にて月割償却しておりま

す。 

 償却年数       ５年 

同左 同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため一般債権につ

いては、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

同左 同左 

  (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額（簡便法）に基づき、当

中間会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。なお、数理

計算上の差異はありません。 

同左 従業員の退職給付に備えるた

め、当期における退職給付債

務及び年金資産の見込額（簡

便法）に基づき計上しており

ます。 

なお、数理計算上の差異はあ

りません。 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

７．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金からなっております。 

同左 同左 

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

      

 消費税の会計処理方法 税抜方式を採用しております。 同左 同左 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は740,620千円であります。

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

（有形固定資産の減価償却の方法） 

 「中間財務諸表作成のための基本

となる重要な事項」の２．固定資産

の減価償却の方法(1）有形固定資産

の項を御参照下さい。 

(1）役員賞与に関する会計基準 

 当事業年度から「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第４号）を適用しておりま

す。 

 この結果、従来の方法に比べて

営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益が6,431千円減少してお

ります。 

(2）貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等 

 当事業年度から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月

９日）を適用しております。 

 なお、従来の資本の部に相当す

る金額は793,178千円でありま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加1,000株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

 

項目 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
1,401,248千円 1,496,797千円 1,446,503千円 

  

  
※２．担保資産 

  
建物 1,619,000千円

土地 217,219千円

建物 1,923,112千円

土地 8,567,733千円

建物 1,583,610千円

土地 217,219千円

  

  
対応債務 

  
短期借入金 234,980千円

一年以内返済予定
の長期借入金 

268,307千円

長期借入金 992,063千円

短期借入金 429,940千円

一年以内返済予定
の長期借入金 

583,041千円

長期借入金 2,102,878千円

短期借入金 234,980千円

一年以内返済予定
の長期借入金 

281,452千円

長期借入金 942,057千円

※３．消費税等の表示 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺してその残高を流動負債

の「その他」に含めて表示してお

ります。 

同左 ────── 

 ４．偶発債務 株式会社小松リアルエステートの

金融機関借入金66,459千円に対し

債務保証を行っております。 

────── 株式会社小松リアルエステートの

金融機関借入金51,261千円に対し

債務保証を行っております。 

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

※１．特別損失の主なもの      

商品特別処分損 2,074千円 14,744千円 2,074千円 

役員退職慰労金 840千円 8,000千円 840千円 

 ２．減価償却実施額      

有形固定資産 49,325千円 58,505千円 99,302千円 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 3,780,000 － － 3,780,000 

合計 3,780,000 － － 3,780,000 

自己株式 

普通株式（注） 8,807 1,000 － 9,807 

合計 8,807 1,000 － 9,807 



配当に関する事項 

配当金支払額 

  

基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式2,258,270株の増加は、合併による被合併会社株主への株主割当によるものであります。 

 （注）２．普通株式の自己株式の株式数の増加990,750株は、合併による被合併会社保有当社株式988,000株による増加及び単元未

満株式の買取りによる増加2,750株であります。 

  

新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

配当に関する事項 

配当金支払額 

  

基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月20日 
定時株主総会 

普通株式 26,398 7 平成18年３月31日 平成18年６月20日

  
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式 

普通株式（注）１． 3,780,000 2,258,270 － 6,038,270 

合計 3,780,000 2,258,270 － 6,038,270 

自己株式 

普通株式（注）２． 9,807 990,750 － 1,000,557 

合計 9,807 990,750 － 1,000,557 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月19日 
定時株主総会 

普通株式 26,377 7 平成19年３月31日 平成19年６月20日



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加3,000株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式 

普通株式 3,780,000 － － 3,780,000 

合計 3,780,000 － － 3,780,000 

自己株式 

普通株式（注） 8,807 3,000 － 11,807 

合計 8,807 3,000 － 11,807 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月20日 
定時株主総会 

普通株式 26,398 7 平成18年３月31日 平成18年６月20日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月19日 
定時株主総会 

普通株式 26,377 利益剰余金 7 平成19年３月31日 平成19年６月20日

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 
  
  千円

現金及び預金勘定 351,301

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△39,000

現金及び現金同等物 312,301

  
  千円

現金及び預金勘定 1,121,619

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

－

現金及び現金同等物 1,121,619

  千円

現金及び預金勘定 369,932

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△26,000

現金及び現金同等物 343,932



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計相当額及び期末残高相当額 

  
  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

その他
(器具
備品) 

5,289 5,112 176 

合計 5,289 5,112 176 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

  （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法によっております。 

    

  ２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

２．未経過リース料期末残高相当額

等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

未経過リース料期末残高相当額 

  
  

１年内 176千円

１年超 －千円

合計 176千円

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

  （注）未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、未経過リー

ス料残高の重要性が乏しい

為、支払利子込み法によって

おります。 

    

  ３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

  
  

支払リース料 1,945千円

減価償却費相当額 1,945千円

該当事項はありません。 支払リース料 2,122千円

減価償却費相当額 2,122千円

  ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

同左 同左 

  （減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損

損失はありません。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価のない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価のない主な有価証券の内容 

  

 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 36,170 62,816 26,646 

その他 － － － 

合計 36,170 62,816 26,646 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

非上場株式 116,640 

(2）その他有価証券 

非上場株式 62,045 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 36,170 43,403 7,233 

その他 － － － 

合計 36,170 43,403 7,233 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

非上場株式 － 

(2）その他有価証券 

非上場株式 193,251 



（前事業年度）（平成19年３月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価のない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

（前中間会計期間末）（平成18年９月30日現在） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

（当中間会計期間末）（平成19年９月30日現在） 

 当社は、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

  

（前事業年度）（平成19年３月31日現在） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

  取得原価（千円）
貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 36,170 56,380 20,210 

その他 － － － 

合計 36,170 56,380 20,210 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

非上場株式 116,640 

(2）その他有価証券 

非上場株式 62,045 



（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

  

 



（企業結合関係） 

当中間会計期間 

パーチェス法を適用した取引 

１．取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式、企業結合後の企業名称 

(1）取得企業の名称及び事業の内容 

名称     株式会社フエヤーモントホテル 

事業内容   不動産賃貸業 

  

名称     株式会社小松アネックス 

事業内容   不動産賃貸業 

  

名称     株式会社小松リアルエステート 

事業内容   不動産賃貸業 

  

名称     小坂産業株式会社 

事業内容   不動産賃貸業 

  

(2）企業結合を行った理由 

 ギンザコマツビル及び隣接地区の再開発を行うにあたり、対象となっている不動産の権利関係を一本化する必要があ

り、且つ、開発後の不動産賃貸収入をまとめることによって資金の運用の効率化を図りたくその一環として企業結合を

行ったものであります。 

  

(3）企業結合日 

平成19年９月１日 

  

(4）企業結合の法的形式 

合併 

  

(5）企業結合後の企業名称等 

名称 株式会社小松ストアー 

  

２．財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成19年９月１日から平成19年９月30日 

  

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

株式会社フエヤーモントホテル 

取得原価    355,374千円 

合併対価    355,374 〃 

  

株式会社小松アネックス 

取得原価   3,131,470千円 

合併対価   3,131,470 〃 

  

株式会社小松リアルエステート 

取得原価   1,674,730千円 

合併対価   1,674,730 〃 

  

 



小坂産業株式会社 

取得原価    268,036千円 

合併対価    268,036 〃 

  

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

 該当事項はありません。 

  

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内容 

  

６．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名称 

 該当事項はありません。 

  

７．企業結合が当事業年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当中間会計期間の損益計算書に及ぼす影響額の概算額 

売上高         255,755千円 

営業利益        91,979 〃 

経常利益        78,444 〃 

税引前中間純損失    19,112 〃 

中間純損失       34,247 〃 

１株当たり中間純損失    8.24円 

（概算額の算定方法及び重要な前提条件） 

 被取得企業の合併直前の損益計算書を基準とした当中間会計期間に該当する期間を月割按分した金額を基に概算計上して

おります。 

 なお、被取得企業は監査法人による監査証明は受けておりません。 

  

 

(1）資産の部       

  現金及び預金 543,371千円  

  建物 436,019 〃   

  船舶 571,795 〃   

  土地 9,102,204 〃   

  建設仮勘定 153,824 〃   

  投資有価証券 191,751 〃   

  長期貸付金 347,380 〃   

  その他 81,822 〃   

  合計 11,428,178 〃   

(2）負債の部       

  社債 167,500千円  

  長期借入金 1,457,519 〃   

  預り保証金 559,153 〃   

  繰延税金負債 3,352,459 〃   

  その他 71,875 〃   

  合計 5,608,508 〃   



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産額（円） 196.44 1,461.90 210.49 

１株当たり中間（当期）純利益金額
（円） 

1.98 11.09 17.22 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）
純利益金額 

なお、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益

金額については潜在株

式が存在しないため記

載しておりません。 

なお、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益

金額については潜在株

式が存在しないため記

載しておりません。 

なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

金額については潜在株

式が存在しないため記

載しておりません。 

  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

中間（当期）純利益（千円） 7,482 65,030 64,917 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

7,482 65,030 64,917 

期中平均株式数（千株） 3,770 4,156 3,768 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）臨時報告書 

 平成19年５月22日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３（純資産の増加が見込まれる吸収合併）に基づく臨時報告書であ

ります。 

(2）臨時報告書 

 平成19年６月15日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報

告書であります。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第82期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月20日関東財務局長に提出 

(4）臨時報告書 

 平成19年９月４日関東財務局長に提出 

 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報

告書であります。 

(5）訂正報告書 

 平成19年10月10日関東財務局長に提出 

 平成19年６月20日付にて提出した第82期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）有価証券報告書の訂正報告書であ

ります。 

 （株式等の状況）（コーポレート・ガバナンスの状況） 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

株式会社小松ストアー       

  取締役会 御中   

  作成日 平成18年12月25日 

  事務所名 監査法人大手門会計事務所 

  

指定社員 

業務執行社員 

公認会計士 

武田 平吉  印 

  事務所名 公認会計士 桜友共同事務所 

  公認会計士 吉田  宏  印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社小松ストアーの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第82期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変

動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、私たちの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社小松ストアーの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年

４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

 会社と私たち又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

株式会社小松ストアー       

  取締役会 御中   

  作成日 平成19年12月25日 

  事務所名 監査法人大手門会計事務所 

  
指定社員 

業務執行社員 
植木 暢茂  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社小松ストアーの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第83期事業年度の中間会計期間（平

成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中

間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社小松ストアーの平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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